
当ファンドの基本資産配分比率について

愛称の「年金ぷらす」とは、将来の年金受給とは別の資産形成をめざすことを意味しており、
ファンドをお申込みいただくことで年金額が上乗せされることを意味するものではありません。
ファンドは投資信託であり、元本が保証されているものではありません。
また、公的年金や企業年金ではなく、生命保険会社等が提供する年金商品とも異なります。

東京海上・年金運用型戦略ファンド（年1回決算型）

愛称：年金ぷらす

販売用資料／2025年4月1日作成

GPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）は3月31日、新年度（2025年４月）からスタートする第5期中期計画において、

これまでの基本ポートフォリオの資産構成割合を維持すると発表しました。この方針を踏まえて、当ファンドにおいても

2025年4月以降、これまでの基本資産配分比率を維持することをお知らせします。

当ファンドでは、GPIFの基本ポートフォリオを参照して基本資産配分比率を決定しています。昨年度末（2025年3月末）

時点における当ファンドの基本資産配分比率は「日本債券・日本株式・外国債券・外国株式を25％ずつ」となっています。

GPIFでは、年金財政上必要な運用目標を満たしつつ、最もリスクが小さくなるような基本ポートフォリオを策定し、それに

基づいて分散投資を行っています。また、原則5年に1度、経済情勢や財政検証の結果を踏まえて基本ポートフォリオの

見直しを実施しています。

当ファンドでは、今後も中長期的なリターンをより重視する観点から、GPIFの基本ポートフォリオを参照し、国内外の株式

と債券に分散投資することにより、信託財産の着実な成長と安定した収益の確保をめざして運用を行ってまいります。

平素より「東京海上・年金運用型戦略ファンド（年１回決算型）（愛称：年金ぷらす）」（以下、当ファンド）をご愛顧賜り厚く御礼

申し上げます。本レポートでは、当ファンドの基本資産配分比率についてご案内させていただきます。

GPIFの基本ポートフォリオ維持を受けて当ファンドの基本資産配分比率も変更なし

※当ファンドは、東京海上アセットマネジメントがGPIFの基本ポートフォリオを参照して、独自に基本資産配分比率を決定するものであり、公的年金や
GPIFと何ら関係を有するものではありません。また、GPIFの投資成果に連動することをめざすものではありません。

※各資産の値動きによって実際の資産配分比率と基本資産配分比率の乖離が生じるため、当ファンドでは月次でリバランスを実施します。

※資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。
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GPIFの基本ポートフォリオを参照して分散投資

GPIFの基本ポートフォリオを参照し、当ファンドの基本資産配分比率を決定します。
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GPIFは、私たち国民の「国民年金」と「厚生年金保険」の積立金を管理・運用している公的な機関です。現役世代が納めた

年金保険料のうち、年金の支払いなどに充てられなかったお金を運用しています。2024年3月末時点の運用資産額は

約246兆円となっており、その大半は運用収益によるものです。

これまでGPIFは、経済情勢や市場環境、年金財政上必要とされる運用目標を踏まえ、必要に応じて基本ポートフォリオを

見直してきました。今回の基本ポートフォリオの維持について、市場関係者の中では株式比率の引き上げなどが予想されて

いましたが、米国のトランプ政権による関税政策などで世界経済の不透明感が強まっていることや、世界的な金利上昇に

よって債券の期待リターンが高まっていることなどが背景にあると考えられます。

GPIF（年金積立金管理運用独立行政法人）とは

※上記はGPIFの基本ポートフォリオの変遷であり、当ファンドのものではありません。

※上記は過去の実績であり、将来の動向を示唆･保証するものではありません。

出所：GPIFのデータを基に作成

GPIFの運用資産額

2024年3月末時点

GPIFの年度収益率と累積収益額の推移

2001年度～2023年度、年度
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2001年度以降の累積収益

収益率 +4.36％（年率）

収益額 +153.8兆円（累積）

※2024年3月末時点

自主運用開始以降（２００１年度以降）、2023年度末時点の累積収益率は+4.36％（年率）です。

長期分散投資を実践するGPIFの運用実績

出所：GPIFのデータを基に作成

必要に応じて基本ポートフォリオを見直し

GPIFの基本ポートフォリオの変遷

200６年4月～現在

GPIFは、経済の見通しなどに沿って基本ポートフォリオを見直してきました。
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※上記はGPIFの運用実績であり、当ファンドのものではありません。当ファンドの運用は、GPIFの投資成果に連動することをめざすものではありません。



運用開始から約10年が経過し、設定来のリターンは+4.75％（年率）です。

運用開始からまもなく10年

当ファンドの基準価額と純資産総額の推移

2015年7月16日（設定日前営業日）～2025年3月31日、日次
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当ファンドは、国内外の株式・債券への適切な分散投資を通じて、値動きの安定性を重視しつつ、長期目線で運用を行って

います。また、市場全体の動きに連動するインデックス運用と東京海上アセットマネジメントの運用力を活かしたアクティブ

運用を組み合わせることで、これまで良好な運用成果を実現することができました。

当ファンドの運用実績

当ファンドの基本資産配分比率

2025年４月１日時点

各マザーファンドの基準価額の騰落率

2015年7月1６日（設定日前営業日）～2025年3月31日

アクティブ運用については、インデックス運用を上回る運用実績を残しています。

インデックスとアクティブを組み合わせ

※基準価額は信託報酬控除後のもので、1万口当たりで表示しています。また、設定日前営業日を10,000円としています。
※2025年3月31日時点で分配実績がないため、基準価額（税引前分配金再投資）を掲載していません。

※上記は過去の実績であり、将来の動向を示唆･保証するものではありません。

※基本資産配分比率を基準に、原則として各資産ごとに一定の範囲内（±5%）に収まるように調整します。
※マザーファンドの騰落率は、ファンドの信託報酬等は考慮していません。各マザーファンドの詳細は交付目論見書をご参照ください。

基準価額 15,521円

設定来の
累積リターン

＋55.21％

設定来の
年率リターン

＋4.75％

純資産総額 160.3億円

外国株式

インデックス +210.3％

アクティブ +232.3％

日本株式

インデックス +102.6％

アクティブ +118.1％

外国債券

インデックス +26.9％

アクティブ +28.4％

日本債券

インデックス ▲3.4％

アクティブ ▲2.3％
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当ファンドのリスク

当ファンドの費用 ※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

※詳細は投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。
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■ 設定・運用は

■ 販売会社

加入協会： 一般社団法人投資信託協会

一般社団法人日本投資顧問業協会

一般社団法人第二種金融商品取引業協会

商 号 等 ： 東京海上アセットマネジメント株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第361号

商号（五十音順） 登録番号

加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品
取引業協会

株式会社 足利銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金） 第43号 〇 〇

株式会社 イオン銀行
（委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 〇

株式会社 池田泉州銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第6号 〇 〇

株式会社 ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 〇 〇 〇

株式会社 ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者 株式会社 ＳＢＩ証券）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 〇 〇

株式会社 ＳＢＩ新生銀行
（委託金融商品取引業者 マネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第10号 〇 〇

株式会社 愛媛銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第6号 〇

株式会社 群馬銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第46号 〇 〇

ＣＨＥＥＲ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3299号 〇 〇

ちばぎん証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第114号 〇

株式会社 西日本シティ銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第6号 〇 〇

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 〇 〇

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 〇 〇 〇 〇

三菱ＵＦＪ ｅスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 〇 〇 〇 〇

株式会社 山形銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第12号 〇

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 〇 〇 〇 〇

[一般的な留意事項]

■当資料は、東京海上アセットマネジメントが作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。お申込み
に当たっては必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご覧の上、ご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は販売会社
までご請求ください。■当資料の内容は作成日時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料は信頼できると考
えられる情報に基づき作成しておりますが、その正確性、完全性を保証するものではありません。当資料に掲載された図表等の内容は、
将来の運用成果や市場環境の変動等を示唆・保証するものではありません。■投資信託は、値動きのある証券等（外貨建資産に投資する
場合には、この他に為替変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本が保証されているものでは
ありません。■投資信託は金融機関の預金とは異なり元本が保証されているものではありません。委託会社の運用指図によって信託財
産に生じた利益および損失は、全て投資家に帰属します。■投資信託は、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）
の適用はありません。■ 投資信託は、預金および保険契約ではありません。また、預金保険や保険契約者保護機構の対象ではありませ
ん。■登録金融機関から購入した投資信託は投資者保護基金の補償対象ではありません。

ファンドの関係法人

※販売会社によっては、現在、新規申込みの取扱いを中止している場合があります。


